


収益的収入及び支出

収　入 （単位 千円）

栗原中央病院 若柳病院 栗駒病院 医　療　局

 1. 病院事業収益

1. 医業収益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

他 会 計 負 担 金

2. 医業外収益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 補 助 金

補 助 金

負 担 金 交 付 金

長 期 前 受 金 戻 入

その他医業外収益

備 考

平 成 ２６ 年 度 栗 原 市 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

款　　　項　　　目 予 定 額
内　　　　　　　　　　訳
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支　出 （単位 千円）

栗原中央病院 若柳病院 栗駒病院 医　療　局

 1. 病院事業費用

1. 医業費用

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

2. 医業外費用

支払利息及び企業債取扱諸費

長期前払消費税勘定償却

支払消費税及び地方消費税

雑 支 出

3. 特別損失

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失

4. 予備費

予 備 費

款　　　項　　　目 予 定 額
内　　　　　　　　　　訳

備 考

-244-



資本的収入及び支出

収　入 （単位 千円）

栗原中央病院 若柳病院 栗駒病院 医　療　局

 1. 資本的収入

1. 企　業　債

企 業 債

2. 出　資　金

出 資 金

3. 補　助　金

補 助 金

4. 負　担　金

負 担 金

5. 修学資金貸付金返還金

修学資金貸付金返還金

支　出 （単位 千円）

栗原中央病院 若柳病院 栗駒病院 医　療　局

 1. 資本的支出

1. 建設改良費

固 定 資 産 取 得 費

2. 企業債償還金

企 業 債 償 還 金

3. 修学資金貸付金

修 学 資 金 貸 付 金

4.負担金返還金

負 担 金 返 還 金

備 考

備 考予 定 額

予 定 額

款　　　項　　　目

款　　　項　　　目

内　　　　　　　　　　訳

内　　　　　　　　　　訳
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（単位 千円）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 209,636
減価償却費 583,994
長期前払消費税償却 12,250
貸倒引当金の増減額（△は減少） 625
賞与等引当金の増減額（△は減少） 215,763
長期前受金戻入額 △ 94,013
受取利息及び受取配当金 △ 71
支払利息 239,979
固定資産除却費 13,889
資産減耗費 4,600
未収金の増減額（△は増加） △ 88,333
未払金の増減額（△は減少） 45,000
たな卸資産の増減額（△は増加） 0
小計 724,047
利息及び配当金の受取額 71
利息の支払額 △ 239,979

業務活動によるキャッシュ・フロー 484,139
2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 425,426
補助金等による収入 52,234
一般会計からの繰入金による収入 30,800
修学資金貸付金による支出 △ 34,650
修学資金貸付金返還による支出 △ 1,450
修学資金貸付金返還による収入 1,700

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 376,792
3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 395,200
建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 721,253
その他の企業債の償還による支出 △ 504
その他の一般会計借入金による収入 0
一般会計からの出資による収入 456,244

財務活動によるキャッシュ・フロー 129,687
資金増加額（又は減少額） 237,034
資金期首残高 1,751,117
資金期末残高 1,988,151

平成２６年度栗原市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）
（平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日まで）
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特 別 職 一 般 職
    (人)     (人)

1 403 366,959 1,568,981 270,897 1,031,832 3,238,669 530,044 426,187 431,526 4,626,426 
0

1 403 366,959 1,568,981 270,897 1,031,832 3,238,669 530,044 426,187 431,526 4,626,426 
1 400 324,495 1,557,495 254,536 1,184,970 3,321,496 541,581 406,546 0 4,269,623 

0
1 400 324,495 1,557,495 254,536 1,184,970 3,321,496 541,581 406,546 0 4,269,623 
0 3 42,464 11,486 16,361 △ 153,138 △ 82,827 △ 11,537 19,641 431,526 356,803 

0 3 42,464 11,486 16,361 △ 153,138 △ 82,827 △ 11,537 19,641 431,526 356,803 

単 身 赴 任 時間外勤務 夜 間 勤 務 宿 日 直
手      当 手 当 手 当 手 当

本年度 34,044 17,528 29,462 2,760 259,429 129,185 46,461 18,925 63,861 28,367 36,670 53,415 103,677 
前年度 34,110 15,002 29,845 2,208 387,033 193,188 44,318 18,410 66,389 27,003 31,632 51,485 101,193 
比　較 △ 66 2,526 △ 383 552 △ 127,604 △ 64,003 2,143 515 △ 2,528 1,364 5,038 1,930 2,484 

夜 間 看 護 緊 急 出 動 初任給調整
手 当 手 当 手 当

本年度 98,922 504 52,532 10,225 24,378 19,615 1,872 1,031,832 
前年度 96,522 504 49,750 2,690 14,593 19,095 0 1,184,970 
比　較 2,400 0 2,782 7,535 9,785 520 1,872 △ 153,138 

診 療 手 当

合  計

管理職手当

待 機 手 当区  分 児 童 手 当

退職給付費

研 究 手 当 危 険 手 当

手  当

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手

当

の

内

訳

給       与       費       明       細       書
(単位 千円)  

扶 養 手 当

合  計区                   分

期 末 手 当 勤 勉 手 当

合 計

計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

寒冷地手当

合 計

通 勤 手 当 地 域 手 当区  分 住 居 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員

1. 総    括

損 益 勘 定 支 弁 職 員

報  酬 給  料
賞与等引当
金繰入額

本
年
度

前
年
度

比
較

資 本 勘 定 支 弁 職 員
合 計

職 員 数 給 与 費
法定福利費

賃  金
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2.給料及び職員手当の増減額の明細 (単位 千円)
区　　　　分 増　減　額 備　　　　　考

給与改定に伴う増減分 0
号俸調整に伴う増加分 48
昇給に伴う増加分 5,004 　平均昇給率1.01％
その他の増減分 6,434 　異動による増減員等
制度改正に伴う増減分 0

　異動による増減員等 31,089
△ 184,227

医　療　職　（一） 医　療　職　（二） 医　療　職　（三） 行 政 職
( 医 師 ） ( 医 療 技 術 員 ） (看護師・准看護師) ( 事 務 員 )

543,739 288,271 296,831 325,569
1,157,372 320,308 313,268 357,795

47.93 41.61 42.12 43.98
545,536 287,850 298,475 324,559

1,174,694 316,214 314,575 354,500
47.68 41.15 42.46 43.44

（単位 円）
医　療　職　（一） 医　療　職　（二） 医　療　職　（三） 行 政 職 一般会計の制度との
( 医 師 ） ( 医 療 技 術 員 ） (看護師・准看護師) ( 事 務 員 ) 異 同

平 均 年 齢 ( 歳 )

同　　じ

140,100
152,800
172,200

同　　じ高　校　卒

区     分

153,300
156,000 同　　じ

201,100237,700

3.給料及び手当の状況

短　大　卒
大　学　卒

(1) 職員1人当たりの給与

(2) 初   任   給

180,500

平 成 26 年 4 月 1 日 現 在
平 均 年 齢 ( 歳 )
平 均 給 料 月 額 ( 円 )
平 均 給 与 月 額 ( 円 )

職 員 手 当 △ 153,138

11,486

178,200

140,300

区 分

給　　　　料

平 均 給 料 月 額 ( 円 )

平 成 25 年 4 月 1 日 現 在

平 均 給 与 月 額 ( 円 )

その他の増減分 △ 153,138

説　　　　　　　　明増　　減　　事　　由　　別　　内　　訳

　平成26年4月における回復措置

　期末勤勉手当（賞与引当金相当）
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職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比
人 （ ％ ） 人 （ ％ ） 人 （ ％ ） 人 （ ％ ）

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級

級

計 計 計 計

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級 級

級 級 級

級

計 計 計 計

医 療 技 術 員

(3) 級 別 職 員 数

医　　療　　職　  （一）

医 師
区 分

級

医　　療　　職　　（三） 行 政 職

平成26年4月1日現在

平成25年4月1日現在

級 級

看 護 師 ・ 准 看 護 師 事 務 員

級

医　　療　　職 　 （二）

-249-



区 分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級

医療職（一）
医員 副医長 診療部長

科部長
医長

副院長 院長

医療職（二）

栄養士
診療放射線技師
臨床検査技師
理学療法士
作業療法士
言語聴覚士
臨床工学技士
視能訓練士

薬剤師
栄養士
診療放射線技師
臨床検査技師
理学療法士
作業療法士
言語聴覚士
臨床工学技士
視能訓練士

主任薬剤師
主任栄養士
主任技師

副薬剤科長
副栄養管理室長
副技師長
主任栄養士
主任技師

薬剤科長
栄養管理室長
技師長
技術副参事

技師長

医療職（三）

准看護師 助産師
看護師

副看護師長 看護師長 総看護師長
副看護部長
副総看護師長

副院長
看護部長

行 政 職
主事
技師
社会福祉士
精神保健福祉士

主事
技師
社会福祉士
精神保健福祉士

係長
主査
技術主査

課長補佐
主幹
事務局長補佐
技術主幹

事務局長
課長
副参事
技術副参事

次長
参事

医療局長

医 療 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 二 ） 医 療 職 （ 三 ） 行 政 職
( 医 師 ) ( 医 療 技 術 員 ) (看護師・准看護師) ( 事 務 員 )

　給料総額に対する比率

　支給対象職員の比率

　支給対象職員１人当たり
　平均支給月額　　　　　　（円）

( 級 別 の 標 準 的 な 職 務 内 容 )

　　診療手当、研究手当、危険手当、夜間看護手当、待機手当、緊急出動手当　代表的な特殊勤務手当の名称

63,822 467,387 

18.1 86.0

91.3 100.0

7,562 18,136 

100.0 100.0

6.1

(4)  特殊勤務手当
全 職 種

2.6

区　　　　　分

　（平成26年4月1日現在）　（％）

　　　　　　　　　　　　　（％）

あん摩マッサージ指圧師
あん摩マッサージ指圧師
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6月 (月分) 12月 (月分)

年 勤 続 の 者 年 勤 続 の 者 年 勤 続 の 者 最 高 限 度
月 分 月 分 月 分 月 分

一般会計の制度
支 給 率 等 ）

(7)  その他の手当

区 分

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当 同 じ

な　　　　　し

同 じ

同 じ

同 じ な　　　　　し

な　　　　　し

な　　　　　し

支 給 率 等

有

備 考

有

差     異     の     内     容

定年前早期退職特例
(2％～20％加算)

定年前早期退職特例
(2％～20％加算)

その他の加算措置等

 職務上の段階、職務の級等による

 加算措置

(5)  期末手当・勤勉手当

一  般  会  計  の  制  度  と  の  異  同

本　　　年　　　度 有

前　　　年　　　度

一般会計の制度

(6)  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区 分

区　　　　　　　分
支給期別支給率 支給率計

(月　分)
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国県支出金 企業債 その他

全　額　行為取消に係る弁護士委任
　栗原市医学生修学一時金貸付金の償還に伴う詐害 弁護士と協

議のうえ定
めた額

平成25年度
平成26年度から
委任業務が終了
する年度まで

限度額に同じ

　弁護士委任
　栗原市医学生修学一時金貸付金の償還請求に係る 弁護士と協

議のうえ定
めた額

平成25年度
平成26年度から
委任業務が終了
する年度まで

限度額に同じ 全　額

全　額　に係る弁護士委任（仙台地方裁判所平成23年（ワ）
　第561号損害賠償請求事件に係る控訴）

　栗原中央病院の医療行為における損害賠償請求 弁護士と協
議のうえ定
めた額

平成24年度から
平成25年度まで

315
平成26年度から
委任業務が終了
する年度まで

限度額に同じ

全　額　に係る弁護士委任 平成25年度まで
　栗原中央病院の医療事故における損害賠償請求 弁護士と協

議のうえ定
めた額

平成21年度から
746

平成26年度から
委任業務が終了
する年度まで

限度額に同じ

医業収益 損益勘定
留保資金期　　間 金　　額 期　　間 金　　額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書
（単位 千円）

事　　    　　   　項 限度額
　前年度末までの支払義務 　当該年度以降の支払義務 左の財源内訳
　発生（見込）額 　発生予定額 特定財源
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1 千円 千円 千円 千円
(1)

イ 1,961,149
ロ 13,961,813

△ 3,774,942 10,186,871
ハ 310,097

△ 227,356 82,741
ニ 5,003,810

△ 3,777,865 1,225,945
ホ 20,697

△ 15,393 5,304
ヘ 0

13,462,010
(2)

イ 809
ロ 719

1,528
(3)

イ 137,157
ロ 199,450

336,607
13,800,145

2
(1) 1,988,151
(2) 1,015,178
(3) △ 625
(4) 52,000
(5) 0
(6) 0

3,054,704
16,854,849

土 地

平 成 ２６ 年 度　栗 原 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（　平成　２７　年　３　月　３１　日　）

資　　　産　　　の　　　部

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 械 備 品

投 資 そ の 他 の 資 産

車 両

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

未 収 金

無 形 固 定 資 産 合 計

電 話 加 入 権
そ の 他 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 投 資

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

長 期 前 払 消 費 税

そ の 他 流 動 資 産

貯 蔵 品
前 払 金

投 資 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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3
(1)

イ 11,121,565
ロ 2,576

(2)
イ 0
ロ 1,000,000

12,124,141
4

(1) 0
(2)

イ 744,526
ロ 509

(3)
イ 0
ロ 0

(4) 370,000
(5)

イ 215,763
(6) 1,365

1,332,163
5

(1) 468,536
(2) △ 159,264

309,272 309,272
13,765,576

6
(1) 8,543,687

8,543,687
7

(1) 0
(2)

イ △ 5,454,414
△ 5,454,414

△ 5,454,414
3,089,273

16,854,849負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益剰 余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

利 益 剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

固 定 負 債 合 計

資 本 金 合 計
資 本 金

自 己 資 本 金
剰 余 金

賞 与 等 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

そ の 他 の 企 業 債

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債

長 期 前 受 金
流 動 負 債 合 計

流 動 負 債

他 会 計 借 入 金

未 払 金

企 業 債

他 会 計 借 入 金
そ の 他 の 長 期 借 入 金

一 時 借 入 金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

引 当 金
そ の 他 の 長 期 借 入 金

繰 延 収 益

固 定 負 債
企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

建設改良等の財源に充てるための企業債

建設改良等の財源に充てるための長期借入金

建設改良等の財源に充てるための企業債

建設改良等の財源に充てるための長期借入金
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千円 千円 千円

医 業 費 用

給 与 費

平 成 ２５ 年 度　栗 原 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書
（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで）

他 会 計 負 担 金

医 業 収 益

入 院 収 益

外 来 収 益

そ の 他 医 業 収 益

受 取 利 息 配 当 金

他 会 計 補 助 金

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

補 助 金

資 産 減 耗 費

医 業 損 失

研 究 研 修 費

医 業 外 収 益
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△ 3,826

そ の 他 医 業 外 収 益

負 担 金 交 付 金

経 常 損 失

特 別 利 益

雑 支 出

支払利息及び企業債取扱諸費

繰 延 勘 定 償 却

医 業 外 費 用

当 年 度 純 損 失

そ の 他 特 別 利 益

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

臨 時 損 失

そ の 他 特 別 損 失
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千円 千円 千円 千円

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ
ロ

イ

車 両

建 設 仮 勘 定

電 話 加 入 権

土 地
建 物

構 築 物

器 械 備 品

平 成 ２５ 年 度　栗 原 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
（　平成　２６　年　３　月　３１　日　）

資　　　産　　　の　　　部

繰 延 勘 定

未 収 金
貯 蔵 品
前 払 金

投 資

そ の 他 流 動 資 産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産

そ の 他 投 資

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

繰 延 勘 定 合 計
資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
投 資 合 計

控 除 対 象 外 消 費 税 額

現 金 預 金
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4
(1) 3,588
(2) 1,000,000

1,003,588
5

(1) 0
(2) 325,000
(3) 100

325,100
1,328,688

6
(1) 8,088,893
(2)

イ 12,192,145
12,192,145

20,281,038
7

(1)
イ 6,077
ロ 997,322
ハ 0

1,003,399
(2)

イ 0
ロ 0
ハ 0
ニ △ 5,862,675

△ 5,862,675
△ 4,859,276
15,421,762
16,750,450

利 益 積 立 金
建 設 改 良 積 立 金

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益剰 余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

補 助 金

資 本 剰 余 金
剰 余 金

減 債 積 立 金
利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

負 債 合 計

資 本 金 合 計

借 入 資 本 金

借 入 資 本 金 合 計
企 業 債

負　　　債　　　の　　　部

資　　　本　　　の　　　部

固 定 負 債

自 己 資 本 金

企 業 債
他 会 計 借 入 金

一 時 借 入 金
流 動 負 債

資 本 金

未 払 金
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

入 院 収 益

入 院 収 益 中央 一般病床　39,705円×197人×365日≒2,854,988

療養病床　18,186円× 34人×365日≒  225,688

計

若柳 一般病床　30,232円× 77人×365日≒  849,670

療養病床　16,229円× 28人×365日≒  165,860

計

栗駒 一般病床　26,258円× 39人×365日≒  373,782

療養病床　15,089円× 26人×365日≒  143,195

計

外 来 収 益

外 来 収 益 中央  　 　　　10,651円×403人×244日≒1,047,334

若柳 　　　　　 8,845円×224人×244日≒  483,432

栗駒 　　　　　 6,598円×130人×244日≒  209,288

その他医業収益 △ 1,810

室 料 差 額 収 益 個室料等

公衆衛生活動収益 各種健診料

医 療 相 談 収 益 人間ドック等

その他医業収益 文書料・病衣等

他 会 計 負 担 金 △ 82,399

他 会 計 負 担 金 一般会計負担金　(救急医療、保健衛生行政事務)

平 成 ２６ 年 度　栗　原　市　病　院　事　業　会　計　予　算　明　細　書

収  益  的  収  入  及  び  支  出

病院事業収益

収益的収入

説 明

( 単位 千円 )

比 較

医 業 収 益

節

区 分
款 項 目
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

2. 1,084,208 906,058 178,150
1. 受取利息配当金 71 71 0

受取利息配当金 71 預金利息
2. 他 会 計 補 助 金 383,371 207,020 176,351

他 会 計 補 助 金 383,371 一般会計補助金 (研究研修費、共済追加費用等)
3. 補 助 金 33,631 46,859 △ 13,228

補 助 金 33,631 県補助金
　地域の中核的な病院整備推進事業補助金
　遷延性意識障害者治療研究事業補助金
　臨床研修費等補助金

4. 負 担 金 交 付 金 532,332 608,613 △ 76,281
他 会 計 負 担 金 532,332 一般会計負担金

　(建設改良利息、高度医療、不採算地区、医療局分)
5. 長期前受金戻入 94,013 0 94,013

受贈財産評価額 1,089 長期前受金戻入
補 助 金 92,924 長期前受金戻入

6. その他医業外収益 40,790 43,495 △ 2,705
40,790 行政財産使用料等

節
説 明

医 業 外 収 益

款 項 目 比 較

6,019

21,366
6,246

区 分

その他医業外収益
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

1． 8,179,717 7,710,383 469,334
1． 7,599,743 7,384,652 215,091

1． 給 与 費 4,410,663 4,269,623 141,040
1,568,981

特 別 職 給 12,765
医 師 給 254,470
看 護 師 給 895,796
准 看 護 師 給 37,441
医療技術員給 231,770
事 務 員 給 136,739

1,031,832
特 別 職 手 当 12,559
医 師 手 当 437,099
看 護 師 手 当 402,326
准看護師手当 16,991

105,032
事 務 員 手 当 57,825

(単位 千円)

区 分

手 当

病院事業費用
医 業 費 用

収益的支出

給 料
1人
39人
253人

34,044
17,528

9人

款 項 目 比 較
節

説 明

67人
35人
各種手当内訳
　扶養手当
　住居手当
　通勤手当
　単身赴任手当
　期末手当

　宿日直手当

　勤勉手当
　地域手当
　寒冷地手当
　時間外勤務手当
　夜間勤務手当

29,462
2,760

36,670

259,429
129,185
46,461
18,925
63,861
28,367

医療技術員手当
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

　児童手当
初任給調整手当

賃 金 270,897
報 酬 366,959 非常勤医師報酬
法 定 福 利 費 530,044 共済組合負担金、社会保険料
退 職 給 付 費 426,187 退職手当組合負担金

215,763 賞与等引当金繰入額
2． 材 料 費 1,017,556 1,038,876 △ 21,320

薬 品 費 499,147 内服、注射、外用薬品
診 療 材 料 費 509,255 医療材料
医療消耗備品費 9,154 診療器具等

3． 経 費 1,520,735 1,495,171 25,564
厚 生 福 利 費 2,765 職員定期健康診断料
報 償 費 1,883 講師等謝礼
旅 費 交 通 費 36,187 非常勤医師交通費、普通旅費
職 員 被 服 費 180 職員診察衣等
消 耗 品 費 34,566 消耗品
消 耗 備 品 費 8,276 事務用備品
光 熱 水 費 117,725

　待機手当
　緊急出動手当

電気料、水道料

臨時職員賃金

説 明
区 分

　管理職手当

52,532

　診療手当
　研究手当
　危険手当
　夜間看護手当

款 項 目 比 較
節

10,225
24,378

1,872

53,415
103,677
98,922

504

19,615

賞与等引当金繰入額
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

燃 料 費 101,704 A重油等
食 糧 費 2,836
印 刷 製 本 費 9,085
修 繕 費 127,465 医療機器等修繕料
保 険 料 16,509 建物共済、病院賠償保険等
賃 借 料 145,519 電算システム

医療用機器
事務用機器
カーテン
寝具、病衣、白衣等

通 信 運 搬 費 11,882
委 託 料 888,826 医事業務委託料

給食業務委託料

廃棄物処理委託料
栗原中央病院院内保育所
外部検査委託料等

諸 会 費 7,937 医師会費等
交 際 費 3,000 交際費
貸倒引当金繰入額 625 貸倒引当金繰入額
雑 費 3,765 各種申請手数料等

4． 減 価 償 却 費 583,994 548,942 35,052
329,492 建物減価償却費
20,228 構築物減価償却費

231,579 器械備品減価償却費
2,358 車両減価償却費

337 無形固定資産減価償却費

施設管理業務委託料
医療機器保守委託料

説 明

非常勤医師食事代等
諸用紙印刷代

3,487
49,761
9,153
1,926

款 項 目 比 較 節

81,192

205,926
154,799

区 分

電話料、郵便料

169,169

186,711
115,408
21,061
35,752

建物減価償却費
構築物減価償却費
器械備品減価償却費
車両減価償却費
無形固定資産減価償却費
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本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

5． 資 産 減 耗 費 18,489 7,088 11,401
たな卸資産減耗費 4,600 薬品等
固定資産除却費 13,889 医療機器等除却費

6． 研 究 研 修 費 48,306 24,952 23,354
図 書 費 11,202 医学用参考図書購入費
旅 費 34,474 学会、研修会等参加旅費
研 究 雑 費 2,630 医学文献インターネット閲覧料等

2． 357,111 318,881 38,230
1． 239,979 251,584 △ 11,605

企 業 債 利 息 237,979 企業債利子償還金
長期借入金利息 2,000 長期借入金利子償還金

2． 12,250 0 12,250
12,250 長期前払消費税額償却

3． 13,280 8,300 4,980
13,280 消費税及び地方消費税

4． 雑 支 出 91,602 46,747 44,855
雑 支 出 91,602 貯蔵品に係る消費税等

繰 延 勘 定 償 却 0 12,250 △ 12,250
控除対象外消費税 廃目

3． 219,863 3,850 216,013
1．過年度損益修正損 219,213 3,200 216,013

219,213 過年度審査査定額 3,450
過年度分賞与等引当金繰入額 215,763

2． その他特別損失 650 650 0
その他特別損失 650 過年度還付金

4． 3,000 3,000 0
1． 予 備 費 3,000 3,000 0

予 備 費

医 業 外 費 用

特 別 損 失

説 明区 分款 項 目 比 較 節

支払消費税及び地方消費税                           

支払利息及び企業債取扱諸費                           

支払消費税及び地方消費税                           

過年度損益修正損

長期前払消費税勘定償却
長期前払消費税額償却

-264-



(単位 千円)

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

1．

1．

1． 企 業 債

企 業 債 医師住宅整備事業

医療機器整備事業

2．

1． 出 資 金

出 資 金 一般会計出資金

3． △ 31,191

1． 補 助 金 △ 31,191

補 助 金 県補助金

　地域医療再生臨時特例交付金

4．

1． 負 担 金

負 担 金 医学生修学一時金貸付金　相当額

看護学生修学資金貸付金　相当額

5．

1．

比 較
節

区 分

看護学生修学資金貸与辞退に係る貸付金返還金

負 担 金

企 業 債

　地域の中核的な病院整備推進事業補助金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

資本的収入

款 項

資 本 的 収 入

説 明目

出 資 金

補 助 金

修学資金貸付金返還金

修学資金貸付金返還金

修学資金貸付金返還金
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(単位 千円)

本 年 度 前 年 度
予 定 額 予 定 額 金 額

1．

1．

1． 固定資産取得費

建 物 取 得 費 医師住宅建設工事設計監理業務委託料

医師住宅建設工事費

器械備品購入費 医療機器購入費

2．

1． 企 業 債 償 還 金

企 業 債 償 還 金 企業債元金償還金

3．

1． 修学資金貸付金

4．

1． 負 担 金 返 還 金

負 担 金 返 還 金

資本的支出

款 項

修学資金貸付金

目
節

建 設 改 良 費

説 明
区 分

資 本 的 支 出

比 較

看護学生修学資金貸与辞退に係る一般会計負担金返還金

企業債償還金

負担金返還金

看護学生修学資金貸付金

医学生修学一時金貸付金

看護学生修学資金貸付金
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Ⅰ　重要な会計方針
当年度より改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品　先入先出法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による
・主な耐用年数　　法定耐用年数による

（２）無形固定資産
・減価償却の方法　定額法による

（３）リース資産に係る経過措置
リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。
３　引当金の計上方法

（１）退職給付引当金
職員の退職手当は、「栗原市病院事業会計職員の退職手当に係る取り扱いに関する覚書」に基づき、宮城県市町村職員退職手当組

合負担金条例第２条第１項及び第３条第１項の規定に基づく組合市町村負担金以外の一切を、一般会計が負担することなっているた
め、計上していない。

（２）賞与等引当金
職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、翌年

度の支給見込額のうち当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。
（３）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、過去５年間の不納欠損額の実積により回収不能見込額を計上している。
４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理
・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。

Ⅱ　予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）のうち他会計が
負担すると見込まれる額は7,589,471,926円である。（平成２６年度に企業債の償還に対して他会計が負担を予定している項目につい
て、平成２５年度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。）

注　　　　　　記
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